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【論文要旨】
今日の日本では，人口減少社会の到来に伴い，中小企業における人材不足が深刻化している。特
に，人材採用の活動において，必要な人員の確保ができていないという側面がより表出化してい
る。そこで本論は，自社組織内部に対応するマーケティング理論の導入，いわゆるインターナル・
マーケティングを検討することで，従業員に対する企業側の対応が，求職者にとっての魅力を向上
させることに繋がることを明らかにしていく。なお，この理論では，従業員の教育や意識向上の主
目的を顧客の満足度向上や組織構造の改革といった二次的な要素におくことで，自社組織内部の改
革がそのまま外部との関係性の変化に繋がっていくとしている。この考え方を基に，中小企業が，
人材の採用活動において自社が提供する情報の質を向上させることによって，必要な人材の獲得に
役立てることができるということを，中小製造業を対象に本論で明らかにしていく。
【キーワード】 中小企業 インターナル・マーケティング理論 魅力的な企業 人材育成 採用
はじめに
今日の日本社会は，少子高齢化が表出化し人口減少社会へと突入している。こうした中，中小企
業と大企業との有効求人倍率の格差は拡大している。また，中小企業を中心に業種によっては後継
者や必要な人材（技能工，熟練工，専門職など）の不足から廃業する企業も増加しつつある。こう
した中，採用面に対する早急の方策，特に中小企業が必要な人材を採用できない状況の改善が求め
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図表 日本の長期人口動向及び将来推計
られている。しかし，既存の人材に関連する理論研究は，採用後の社内に常駐する従業員の育成を
重要視したものが多い。人材の採用において，そもそも十分な人員が確保できない，必要な人員が
獲得できないといった課題があまり検討されていないのである。
そこで本論は，自社組織の改革を目指した従業員教育の手法を，インターナル・マーケティング
理論を活用して導出し，今後の中小製造業が採用活動を安定化させるために必要な活動を検証す
る。具体的には，インターナル・マーケティング理論のフレームワークを再編し，経済産業省が
2012～14年度の 3 年間に行った「おもてなし経営企業選」事例から実際の活動を抜き出すことで，
戦略集として提示する形で実証を行った。
第章 中小企業の人材に関する課題とその解決手法
第節 不足する人材と中小企業の採用動向
中小企業庁の『中小企業白書 2017年版』では，大企業との比較ではなく，中小企業同士の間
で，地域や業種によって経営状況の改善が均一ではなく，格差が広がりつつあることが指摘されて
いる。また，高収益を確保している企業であっても，人の少ない事業所ほど廃業に追いやられる傾
向が見受けられる(1)。
つまり，業種分野を問わずすべての企業にとって長年の課題である人材不足が深刻化しているの
である。これは日本の人口が一貫して減少し続けていき，限られた労働力人口から人材を採用して
いくこと自体がより難しくなっていくことから，さらに悪化していくといえる。
1945年以降の国勢調査に基づく日本の長期人口動向と，2050年までの将来推計人口（出生中位
・死亡中位）をみていくと（図表 11 参照），総人口は2010年まで増加したが，同年をピークに人
口減少が始まった。また，年齢階層別にみていくと，まず若年人口（15歳未満）は第 1 次ベビー
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図表 規模別新卒の求人数・就職希望者数・求人倍率の推移
規模 区分 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
300人
未満
◯ 402,900 303,000 275,700 266,300 262,500 379,200 402,200 409,500 425,600
◯ 47,800 68,700 82,400 81,400 80,600 83,900 112,100 98,500 66,000
◯ 8.43 4.41 3.35 3.27 3.26 4.52 3.59 4.16 6.45
300～
999人
◯ 162,700 133,600 131,600 131,100 126,900 142,000 145,100 147,200 146,200
◯ 108,100 133,700 136,300 140,300 123,600 119,200 118,100 125,300 100,700
◯ 1.51 1.00 0.97 0.93 1.03 1.19 1.23 1.17 1.45
1,000～
4,999人
◯ 114,800 103,700 107,900 110,300 110,500 115,500 123,300 128,200 134,400
◯ 174,200 164,400 145,200 135,600 140,300 137,100 116,700 114,700 132,300
◯ 0.66 0.63 0.74 0.81 0.79 0.84 1.06 1.12 1.02
5,000人
以上
◯ 44,900 41,600 44,500 46,100 43,600 45,800 48,700 49,400 48,900
◯ 116,900 88,900 91,000 77,200 81,200 83,000 69,800 83,400 124,200
◯ 0.38 0.47 0.49 0.60 0.54 0.55 0.70 0.59 0.39
注◯は求人数，◯は民間企業就職希望者数，◯は求人倍率。◯◯の単位は人。
資料株式会社リクルートワークス研究所『大卒求人倍率調査（2018年卒）』より作成。
ブーム世代の出生が収束した1955年にピークとなった。それ以降，減少に転じるが70年から再び
増加していった。これは，第 1 次ベビーブーム世代の子どもの出生によるものである。しかし，
80年には増加が止まり，これ以降，再び若年人口は減少し続け，2050年には1955年の約 3 分の 1
の水準にまで落ち込むことが予想されている。
次に，生産年齢人口（15～65歳未満）は，1995年まで増加し続けてきたが，同年をピークに減
少を開始し，2050年にはピーク時と比べて約3,500万人の人口が減少すると予想される。労働の主
体が，今後の日本社会で不足していくのである。
最後に，高齢人口（65歳以上）は，1945年以来，一貫して増加し続け，2040年にピークに達し
た後，減少に転ずると考えられている。なお，00年に高齢人口が若年人口よりも多くなったこと
から，この年以降，日本は本格的な少子高齢社会に突入した。
こうした人口減少と少子高齢化が進行している中で，中小企業の採用動向についてみていく必要
がある。そこでまず，リクルートワークス研究所が行った従業者規模別事業所への大卒求人数・求
人倍率から300人未満の中小企業についてみていくと（図表 12 参照），中小企業は常に高い求人
倍率（区分◯）を示し，2010年では8.14という極めて深刻な人材不足の状況にあった。12～14年
の間では多少の求人倍率の低下から人材不足が解消する傾向がみられたものの，18年に再び6.45ま
で求人倍率は上昇した。人材の獲得が依然として困難な状況にあることがわかる。なお，10～18
年の間，民間企業の就職希望者数（区分◯）は，16年を除き10万人未満で低迷している。特に，
16年以降は企業の求人数の増加に反して，就職希望者数は 2 年連続で低下している。一方，求人
数（区分◯）自体は，11年 3 月の東日本大震災をはじめとする景気低迷に繋がる社会環境から，
10～14年まで減少し続けたものと推察される。だが，15年になると再び11年以前の水準に回復し，
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図表 企業規模別の中途採用動向
2009年 2015年 2016年
回答
企業数
（社)
一企業あ
たり採用
者数(人)
推計中途
採用者数
（人)
回答
企業数
（社)
一企業あ
たり採用
者数(人)
推計中途
採用者数
（人)
回答
企業数
（社)
一企業あ
たり採用
者数(人)
推計中途
採用者数
（人)
全 体 2,994 7.39 22,126 2,982 1.27 3,787 3,151 1.32 4,159
5～299人 1,046 2.22 2,324 1,429 1.08 1,543 1,537 1.14 1,752
300～999人 1,036 5.15 5,335 898 7.15 6,421 923 7.28 6,719
1,000～4,999人 767 11.93 9,150 533 19.82 10,564 562 19.46 10,937
5,000人以上 145 36.59 5,306 122 45.94 5,605 129 43.22 5,575
注小数点以下切り捨て。一企業当たりの採用者数は，各年の原データにおける回答企業数の違いから参考
値となる。
資料リクルートワークス中途採用実態調査・中途採用調査，各年実績版より作成。
18年には10～18年の間で最大の求人数となった。多くの企業が，新たに人材を採用する必要があ
ると考えているのである。
さらに，2010～18年の間における300人以上の大企業の求人状況をみていくと，求人倍率の中小
企業との差は著しく大きい。300～999人以下の大企業では同期間の求人倍率は一貫して1.0前後で
推移し，12，13年の求人倍率は1.0を下回る状況であった。しかし，14年以降は1.0を超え，年々，
増加傾向となり，18年には1.45と10年の水準に戻った。また，5,000人以上の大企業では，求人倍
率が1.0を超える年はなく，常に人材の採用に窮することのない状態が続いている。ただし，1,000
～4,999人の場合，16年から就職希望者数が求人数を下回り，求人倍率も1.0を若干超えた水準で推
移している。
以上のように，中小企業は大企業との間における人材の獲得競争で一貫して厳しい状況におかれ
ている。ちなみに，300～4,999人の大企業でも業種や業態によっては，中小企業ほどではないが
人材採用に苦戦している状況にあると考えられる。ただし，大企業であっても規模が大きい5,000
人以上の場合，採用難は生じていない。
次に，中小企業にとって主要な人材確保の手段とされてきた中途採用の動向を，リクルートワー
クス研究所が行った中途採用実態調査から，新卒採用動向と可能な限り同一期間の推移でみていく
（図表 13 参照）。まず，一企業当たり採用者数は全体で，リーマンショックの影響を受けた2009
年の7.39人から15年には1.27人と，大幅に減少した。しかし，規模別にみると300人以上のすべて
の大企業では，09年よりも15年のほうが一企業当たり採用者数は増加し，翌16年も09年を大幅に
超えた採用者数であった。ところが，5～299人の中小企業の一企業当たり採用者数は，09年で
2.22人，15年で1.08人，16年で1.14人と，企業規模から想定される人材の必要数を考慮しても，決
して高い数値ではなかった。従って，中小企業においては，中途採用による安定した雇用確保も達
成されておらず，人材不足の解消からは遠い状態にあるといえる。
このように，新卒並びに中途採用で厳しい状況におかれている中小企業では，後継者の不足だけ
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図表 企業規模別，中小企業の従業員の年代構成と人材不足の認識
全 体 中規模企業 小規模企業
調査回答企業数 3,551 2,317 1,149
ベテラン（高齢世代）中心
1,444 835 574
40.7 36.0 50.0
中堅中心
708 476 214
19.9 20.5 18.6
若手中心
384 288 89
10.8 12.4 7.7
各世代が均等
469 310 149
13.2 13.4 13.0
中核人材が不足
1,465 1,090 339
41.3 47.0 29.5
中核人材が適量
1,527 928 565
43.0 40.1 49.2
労働人材が不足
1,541 1139 360
43.4 49.2 31.3
労働人材が適量
1,315 776 515
37.0 33.5 44.8
資料みずほ情報総研株式会社編『平成28年度 中小企業・小規模事業者の人材確保・
定着等に関する調査作業報告書』社会政策コンサルティング部，2017年より作成。
注 1明朝斜字は調査の有効回答企業数。過不足に関する質問は多重回答あり。
注 2上段は実数。下段は有効回答企業数内の割合（）。
注 3中核人材は，指揮・運営・技術・管理といった分野で高い能力や経験を持つ人材，
労働人材は定型的業務を行う人材とされる。
注 4小規模企業は，「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「運輸業」「郵
便業」「金融業」「保険業」「不動産業」の場合従業員20名以内，それ以外は 5 名以
内が対象となる。残りが中規模企業。
でなく中間管理職，現場監督などの階層の人材も不足しているものと思われる。そこで，みずほ情
報総研が中小企業庁の委託により実施した調査結果をまとめた，『平成28年度 中小企業・小規模
事業者の人材確保・定着等に関する調査作業報告書』の中から，従業員の年代構成と中核人材・労
働人材の過不足状況に関する中小企業の認識をみていくこととする（図表 14 参照）。
まず，年代構成に関して特徴的なことは，回答企業の半数近く（全体で40.7，中規模で36.0
，小規模で50.0の企業）が「ベテラン中心」の従業員構成となっており，「若手中心」の企業
は全体の 1 割程度に留まっている点である。「各世代が均等」と答えた企業も，規模別分類それぞ
れで 1 割程度しか無く（全体13.2，中規模13.4，小規模13.0），多くの中小企業の従業員が
高齢世代中心となっている。
次に，年代構成と同じ回答企業群の人材不足に対する認識についての調査結果をみると，事業活
動を行う上で重要な役割を担う中核人材，管理者層や専門技能を持つ従業員が不足していると考え
る企業は，全体で41.3，中規模企業で47.0と半数近く存在する。一方，小規模企業は29.5と
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約 3 割弱の企業が不足を感じている。いずれも，企業規模を考慮した場合，決して低い数値とは
いえない。
同様に，労働人材に関しても全体で43.4，中規模で49.2，小規模で31.3と，約半数から 3
割の企業が労働人材の不足を感じている。定型的な日常業務を担う従業者の数も，決して十分とは
いえない状態である。
ただし，中核人材と労働人材の過不足に対する認識は，それぞれ別の質問項目として尋ねられて
いることから，中核人材と労働人材の双方で人材の不足を訴えた企業も多数存在すると考えられ
る。一方，中核・労働人材いずれに関しても，人材の量が適正と考えた企業は不足と考えた企業と
同様に 3～4 割程度存在している。
最後に，年代構成の実態と過不足に対する中小企業の意識をまとめると，中小企業の人材に対す
る危機感は強く，少なくない企業が人材の質的不足を意識している。特に，多くの中小企業で若手
人材の数が少なく，中堅からベテランの中・高齢者世代が中心の年代構成となっている。人材が適
量存在すると答えた企業も，大半が同様の年代構成となっていると考えられる。このため，現状で
は人材が質的に十分確保されている状況にあるとはいえないのである。
以上の分析結果から，中小企業が直面している実際の人材不足の課題は，単純な人員不足という
よりは，経営者と技術者の高齢化に伴う中核人材や後継者の不足にあるといえる。こうした課題
は，成長志向の中小企業にとって，新事業・新分野への対応・展開の遅れ，需要変動への対応の遅
れに伴う機会損失の発生といった，事業の存続と発展に対する障害となっている。また，安定志向
の経営を重視する企業にとっても，必要な人材（技能工，熟練工，専門職など）の不足は，現状の
企業規模の維持，技術・ノウハウの継承といった企業の存続に関する問題に繋がっているのであ
る(2)。
こうした人材不足の実態がある中，本論では中小企業の中でも特に中小製造業に着目していくこ
ととする。その理由として，製造業では機械・設備の技術進捗による自動化やコストダウンを意識
した自社業務の外注化が進んでおり，必ずしも多数の人材が自社内に必要ではないという実態があ
る。つまり，そもそも少ない人員での事業展開が既に展開されている点からみても，採用活動で求
める人材の確保，つまり質的な人材不足がより深刻な状況にあると考えられるのである。
また，佐藤（2011）によれば，中小規模か否かを問わず製造業における人材の課題として，外
部人材の活用とそれに伴う各種問題が拡大しつつあるとした上で，中長期的な職場環境の継続した
改善を行うことの困難さ，企業としての競争力低下の懸念といった課題を挙げている(3)。
これらの状況を打開するためには，人材に関する研究の再考を行い，中小製造業の人材採用に対
して何らかの方針を見出す必要がある。
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第節 人材に関する研究にみる採用の課題
◯ 人材研究の基礎
中小製造業の課題である，必要な人材の確保ができていないという事態に対処する上で，改めて
人材に関する研究を振り返る必要がある。
まず，科学的管理手法による人材に関する研究をテイラー（Taylor 2009, Original 1911）が行
い，人的資源が初めて研究分野として検証された。この段階では，効率的な労働環境とそれを可能
にする経営手法を作り上げることを目的に，対人観察によるデータ収集と分析が行われていた(4)。
その後，人的資源に関する研究は，産業心理学，経営社会学などからのアプローチを受けて，労
働の効率性以上に人間性という部分に着目した手法の追求が，マンスターバーグ（Munsterberg
2017, Original 1913）による心理学手法の導入，メイヨー（Mayo 2003, Original 1933）が1924年
から 8 年間行ったホーソン実験などで求められていった。さらに，バーナード（Barnard 1971
Original 1968）が経営者に着目し，従業員側に利点を提供する人間的側面を重視した人的資源管
理論（いわゆる HRM 理論）が生まれていったのである(5)。
こうした事実を踏まえて野呂（1998年）は，HRM 理論を経営戦略論と強く関連した人間性を重
視した人材運用手法と捉え，公平性や反差別主義的な考えが理論の根幹にあるとしている。その上
で，現場で自己による判断を下せるようにするなど，自律性を保有して組織全体に利益をもたらす
ことのできる人の育成，支援とその関連活動（QC サークル活動に始まり，企業業績の追求や人的
多様性の管理など，幅広い要素）が HRM 理論によって検討・追求されるとしている(6)。
◯ 採用・募集の構造
人材に関する研究は，組織内人材をどのように扱うか，教育をどうするかを中心に議論されてき
た。その一方で，人材の採用や募集に対する理論的研究も存在する。
例えば谷本（2009）は，雇用に関するポートフォリオという考え方が1990年代後半に定義され，
現在でも主流な採用の構造となっているとしている。すなわち，80年代の日本で一般的だった総
合職・一般職といった，労働条件に基づくコース別雇用の枠組みに，非正規社員など新たな雇用形
態が一般認識として形成されたとしている。つまり，現在の企業による採用活動は，◯長期蓄積能
力活用型グループ（管理職や総合職，技術基幹職），◯高度専門能力活用型グループ（長期雇用と
限らない専門家），◯雇用柔軟型グループ（有期雇用の従業者層で，一般職や技能，販売部門に多
い）の 3 種の雇用形態で行われているとしている(7)。
一方，梅澤（2011）は，企業の戦略に合わせた人材の選定をポートフォリオと表現しており，
募集や採用の基準として必要な人材の指標を組織はそれぞれ構築すべきであると考えている。つま
り，人材を募集する際，固定的な採用基準や区分のみを用いるべきではなく，適切な規模の応募者
を確保するために募集枠の絞り込みや拡大といった，流動的な対応が必要であるとしている(8)。
こうした雇用形態やポートフォリオを多くの企業が採用において利用していることを前提に服部
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（2016）は，企業の求職者に対するアプローチを採用学と称して体系化している。ここでは，企業
が目指すべき理想の採用とは，獲得した人材が将来的に自社の組織としての質を向上させるため
に，長期間従事し続けてくれる関係を作ることである。そのために，労働市場が人口減少など社会
環境の変化に伴って移り変わるのに合わせて，企業は準備する採用手法を変化させ，多様な人材を
定期的に確保し続けることが望ましい(9)。
◯ 必要な人材の選定手法
自社組織の質を向上させるような人材を採用するために，企業は採用者との間で生じるミスマッ
チを防ぎ，自社に対して好意的な求職者を優先的に獲得する必要がある。ワナウス（1992）は，
このミスマッチを避けるための戦略として，事実に即した求人情報の提供や採用活動（realistic
recruitment）を提案している。すなわち，具体的な仕事内容や給与など待遇面に関する情報を，
マイナスの側面を含めてすべて求職者に提示することが重要であるとしている。また，実際にそう
した事実情報を映像で提供して（Realistic Job Preview, RJP），求職者の反応をみる実験を行い，
その結果，ワクチン効果，自己選抜・マッチング効果，コミットメント効果の 3 種類が RJP によ
って採用活動に与えられるとした。つまり，事実情報を企業が提供することで，求職者は過度な期
待をすることが減り，本心から当該企業に就職したい人材が集まる。また，そうした人材は往々に
して採用後，企業へ高い貢献度合いを持つ場合が多いのである(10)。
情報の適切な開示を行って必要な人材を集めるためには，求職者が魅力と感じる要素を企業が保
有していなければならない。例えば福井（2016）は，大卒労働市場を分析するうえで，企業と新
卒学生は互いにスクリーニングとシグナリングを行っているとしている。すなわち，企業側は学生
の特色を分析しつつ自社の魅力を提示し，学生は魅力ある企業を選定したうえで自己のアピールを
行っているのである。それに基づいて採用活動が進捗していく事実を再度整理し直している(11)。
最後に山下（2017）も，企業の提示する労働条件について，求職者にとって「魅力的な就業条
件」と「当たり前な就業条件」に区別し，前者は充足されていれば企業の魅力に繋がり，後者は充
足してなければ問題として不満につながる基本要素として分類している。さらに，ハーズバーグ
（Herzberg 1968）の先行研究も加味して，給与条件は整っていればなおよいが，それはあくまで
最低限必要な情報であり，求職者にとって企業の魅力に繋がる決定的な要素ではない点を強調して
いる。むしろ，留学制度を含めた人間的な成長が見込める教育制度や，フレックスタイム制度の整
備，福利厚生面など，就職者の生活の質や人間性を向上させる制度や活動の存在が，魅力的な就業
条件として求職者に認識されるという結論を得ているのである(12)。
◯ 中小製造業による採用の課題
採用に関する諸研究をまとめると，まず人材が企業内での役割ごとにポートフォリオとして分類
されているという認識が一般的である。こうした固定された就業構造に合わせて，人材の役割ごと
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に採用活動が行われ，多くの企業が求職者に対して仕事や会社の情報を開示している実態がある。
この場合，企業と求職者は，互いの情報を基に，マッチングすることを求めあっている(13)。
求職者と企業が情報を提示し合い，形式的な就業構造に合わせて採用を行う中で，中小製造業が
必要な人材を確保できない理由として，企業が開示した情報に基礎的な内容が多く，組織としての
魅力が伝わり難い可能性が存在する。この場合，求人票やリクルートサイトなどの企業情報だけで
なく，日常的に当該企業に関する情報が外部から認知されていないことに要因がある。あるいは，
そもそも当該企業そのものに，給与や生活面以外での仕事に関する魅力が少なく，求職者から積極
的に応募を受けられる状態にない可能性も高い。また，現在主流となっている雇用ポートフォリオ
の分類や新卒を中心とした一元的な採用活動そのものが固定化されすぎており，多様化した就業形
態への対応や本質的な人の働く理由に対する希求が中小製造業はできていないことも考えられる。
そこで本論では，中小製造業の採用の課題を解決するためには，企業の組織としての魅力を向上
させることがまず必要と考える。すなわち，求職者に対して提示する企業情報の内容を改善する上
で，自社組織の質をまず向上させるとの見地に立つこととする。そのため，人材を通じて組織の質
の向上に資するインターナル・マーケティング理論の導入と活用が求められるのである。また，人
材の確保は，中小製造業に必要な人材（技能工，熟練工，専門職など）の獲得を目指すものである
ことが求められる。
第章 人材不足へ対応するための社内改革
第節 インターナル・マーケティング理論の活用
◯ インターナル・マーケティングの基礎
インターナル・マーケティングはもともと，サービス産業における従業員の顧客対応品質を向上
させるために，ベリーら（Berry. et. al 1976）が提唱した自社内従業員を一種の顧客として捉える
考え方である。この考えに基づき，従業員の満足や要求を満たすことで，一般の顧客，つまり企業
外部の顧客への対応の質を向上させ，顧客満足の達成を目指すための戦略論である(14)。
ベリーらの後，ラフィクとアーメッド（Raˆq and Ahmed 2000）は，インターナル・マーケテ
ィングの考え方が複数の経営分野（組織改編や人材育成，サービス産業以外での活用など）へ拡散
していったことを踏まえて，組織改革を目指して自社従業員へアプローチする方法論を提唱してい
る。そこでは，従業員と管理職の間での経営面での交流の増加，業務内容の製品化（企業組織にと
ってその仕事がいかに重要かを伝える）による従業員の意識改革，従業員一人ひとりがいかに重要
かを伝達すること，常に最終顧客を意識できるような従業員への教育，最終顧客と何らかの形で交
流するシステムの構築などの具体的な戦略が提示された。その上で，こうした取組を，自社従業員
を内部顧客とみなして，各企業で導入していくことが求められるとしたのである(15)。
また，ヴォイマ（Voima 2000）はインターナル・マーケティングの内容を，執り行う組織が改
善しようとする対象（組織内部か外部か）と顧客（自社の内部顧客も含む）との取引面か，自社内
―  ―
図表 インターナル・マーケティングの種別
取 引 面 関 係 性
短期/組織内部
の変化
◯インターナル・マーケティング・
ミックス
（組織内部の改革)
◯プロセッショナル・インターナル・マーケティング
（組織内の関係性に着目し，
部門間のスムーズな情報の需給関係を構築)
長期/組織外部
の変化
◯戦略的インターナル・
マーケティング
（組織外部の顧客満足度向上)
◯インターナル・リレーションシップ・マネジメント
（組織の長期的な目標達成と外部顧客との
良好な関係構築を意識した内部の変革)
注( )内は，各戦略が目標とする具体例。
資料Voima, P. ``Internal Relationship Management'', in Varey, R. J. and B. R. Lewis (eds.), Internal Mar-
keting: Directions for Management. Routledge. 2000. p. 239より作成。
外との関係性を重視するかによって，4 種類の段階に分類している（図表 21 参照）。すなわち，
◯インターナル・マーケティング・ミックス（組織内部の改革），◯戦略的インターナル・マーケ
ティング（組織外部の顧客満足度向上），◯プロセッショナル・インターナル・マーケティング
（組織内の関係性に着目し，部門間のスムーズな情報の需給関係を構築），◯インターナル・リレー
ションシップ・マネジメント（組織の長期的な目標達成と外部顧客との良好な関係構築を意識した
内部の変革）の 4 種類である。これらは企業組織としての発展度合いに応じて選択される戦略が
変化する。また，4 種類の戦略論それぞれに，◯従業員を顧客としてみた上で，従来の市場に向け
たマーケティング戦略を組織内部に導入，◯現状行っている外部へのマーケティング活動に合わせ
て，内部の従業員に実施される活動，◯短期的な部門間連携の構築，◯市場の顧客と自社の関係を
意識した内部の変革という具体的な活動が例示されている(16)。
こうした先行研究を踏まえて，木村（2007）はインターナル・マーケティングを「組織がその
目標を中長期的に達成することを目的として実施する，内部組織の協働のための一連のプロセスあ
るいはコミュニケーションの活動」と定義している。言い換えると，従業員に対する組織からの働
きかけを中心に，市場で企業が高い成果を創出するための社内活動全般を分析し，精査すること
が，インターナル・マーケティングの役割となる(17)。
また，グロンルース（Gr äonroos 2007）によれば，インターナル・マーケティングは企業内の文
化の確立や従業員のサービス志向の創出と維持，それらを達成するためのシステム導入に際して利
用すべきとしている。その上で，マーケティング活動を成功させるためには，インターナル・マー
ケティングを組織全体のマネジメント戦略の一部であることを意識して，トップ・マネジメントが
継続的なサポートを行いリーダーシップを発揮することが必要としている(18)。
以上をまとめると，インターナル・マーケティング理論の主目的は，ステイクホルダーに対する
企業の価値を向上させることにあるといえる。その手法として，人材育成など人に関連した経営戦
略に当該理論を導入し，より質の高い従業員を創出していくことで，自社そのものの価値を高めよ
うとしている。具体的な内容は様々であるが，いずれの経営戦略を導入する場合でも，従業員を顧
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客とみなして，その仕事内容を一種の製品と捉えることが基本となる。つまり，従業員の満足度を
高めることによって，その仕事によって顧客の満足を獲得する組織構造を作り上げることが，イン
ターナル・マーケティング理論の根本なのである。
◯ インターナル・マーケティングと人材の関連
人材の育成や採用などに着目したインターナル・マーケティングは，突き詰めていくと従業員に
対する自社のブランディング活動へと発展していく。すなわち，自社の製品や企業としての在り方
に対して共感を覚え，魅力を感じた従業員ほど，顧客への製品提案や企業組織の変革に対して前向
きに取り組む，情熱を持った人材となれるという考え方である。従って，従業員の組織や仕事に対
する満足度を高めるために，上司の指導力やコミュニケーションの頻度を向上させ，従業員の評価
を行うことが求められる。また，企業理念や風土を社内で共有することで，望ましい行動や基準を
自社の従業員に求められる活動規範とし，自社の目標達成へと従業員の協力を促していく必要があ
る。要するに，従業員にいかに自社を重視してもらうか，自社の長期的な目的を認識してもらうか
を，ブランディング活動を通じて達成するのである(20)。
また，高橋（2014）は，インターナル・マーケティング理論を，人材育成を主目的とした理論
ととらえ，理論導入の結果を分析する構成概念を提示している。すなわち，5 種類の人材に対する
企業の経営活動と，結果予測に利用する 3 種類の人材の反応を指標に，理論の効果を分析してい
るのである。人材に対する企業の経営活動の内訳は，◯動機付け，◯権限委譲，◯役割の明確性，
◯役割葛藤，◯適応性の 5 つであり，人材の反応は◯成果，◯職務満足，◯離職意図の 3 つとな
る。つまり，企業は従業員に対して，働く理由やその意義，働く内容の範囲拡大，従業員の意識と
実際の労働内容との矛盾削減，従業員の能力向上による適応力拡大といった従業員のメリットを，
理論に基づく教育や企業理念の浸透によって創出する必要がある。そして，従業員が仕事に満足し
ているのか，あるいは離職を考えるようになるのかといった従業員の反応から，理論導入の効果を
把握できるのである(21)。
このように，インターナル・マーケティングの理論は，単純に優秀な人材を育成することだけで
はなく，企業に対する従業員の意識向上を促し，企業組織の広告塔になりうる存在を生み出すこと
を目指していく。この事実は，中小製造業の必要な人材の確保が不安定という課題に対する解決策
の一つとして，インターナル・マーケティング理論が利用可能なことを示しているのである。
第節 魅力ある企業のためのインターナル・マーケティング戦略
◯ 魅力ある企業組織の創造
インターナル・マーケティング理論に基づいて企業の魅力を向上させることで，必要な人材の採
用に繋げていくことができる。そこで，自社の魅力を企業情報として採用活動において公開してい
くために，その具体的内容を例示する必要がある。ワナウスの考えに基づくと，企業に対して求職
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者が求める要素は，人間性を向上させるような教育や研修，福利厚生面での労働環境の整備が魅力
的な内容となる。つまり求職者は，求職に応募した企業における組織と人間の関係性がどのような
状態にあるか，すなわちその企業が従業員としてのメリットを提供できる，どのような制度が準備
されているかに興味を示しているのである。
組織の人材に対する扱い方は HRM 理論以外にも，組織行動論や競争優位論の一部として幅広
く研究されている。例えばジェフリー（JeŠrey 1998）は，成功する企業の条件を市場の把握や特
定産業での活動ではなく，組織としてどれだけ人材をうまく活用し，労働意欲を高めて組織力を向
上させたかにあるとしている。その際に必要なことは，業務に対する発言権や判断といった従業員
への権限移譲，従業員自身のスキル向上のための教育にあるとしている(22)。
また，トンプソン（Thompson 2012）は，個人の目標と組織の思惑を一致させる意識をもって，
従業員のキャリアを構成する職務へ振り分けることが，企業経営において重要であるとしている。
目標と思惑の一致を達成するためには，従業員に対して企業は，自発的な成長を促すような学習す
る機会，従業員が従事する職務の自由裁量，顧客や他の従業員との交流機会，従業員に適切な評価
を下す組織体制を提供する必要がある(23)。
さらに瀬戸（2017）は，経営理念を従業員に浸透させることが，今日の企業経営において，特
に中小企業では重要であると考えている。この考え方は理念経営とも呼ばれ，日本企業の特色とし
て重要視されてきた企業の社会的責任を含めた，会社組織としての価値観を共有していくべきであ
るとしている。この際，組織としての一体感を保有していること，組織内の水平・垂直的なコミュ
ニケーションが継続して行われることが前提とされ，そうした活動を行える人材を育て上げること
も重視している(24)。
これらの理論に共通する前提として，組織の特徴は組織内の人員が様々な行動を起こすことによ
って成立する点である。言い換えると，組織は人によって構成され，社会に対して必要なものや
サービスを提供することで存在しうる。また，組織を構成する人間は経済的，社会的，世間体，自
我それぞれの満足を原動力に働くとしている(25)。
このように今日の研究においても，求職者が企業に求める良い企業の要素は，賃金や業務内容の
みならず，自己の発展や生活の質が向上できる労働環境の整備が重視されている。加えて，経営理
念の浸透を例として，従業員の意識共有や価値観の一致を行うことで組織の一体感を創出できてい
ることも，良い企業の特徴と考えられている。
また，実際の中小企業が人材に関するキャリア教育をどう行っているかについての研究をみる
と，多くの企業は採用した人材に適した配置や職務への振り分けを，従業員の希望や特性を意識し
て行うが，ある程度は経営陣の意向によって決定する状況がみられる。つまり，不適切な人材活用
の制度となってしまう可能性はゼロではない(26)。
自社従業員のモチベーション低下や意識の低下は，離職のみならず，組織運営の失敗を引き起こ
してしまう。この可能性を減少させるためにも，従業員の意識と企業の目標を一致させ，双方の質
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図表 必要な人材採用に繋げる自社組織に対するインターナル・マーケティングの理論フレームワーク
戦略的インターナル・マーケティング
（組織外部の顧客満足度向上)
インターナル・リレーションシップ・マネジメント
（組織の長期的な目標達成と外部顧客との
良好な関係構築を意識した内部の変革)
教育に関連した活動
象限 1
自社製品に対する認知・知識を従業員
が深く保有している状態
象限 3
自社製品を従業員が家族などに推奨していく状態
理念浸透や労働環境
に関する活動
象限 2
従業員が自社に満足している状態
象限 4
企業側が従業員に対して製品を推奨していく状態
資料Voima, P. ``Internal Relationship Management'', in Varey, R. J. and B. R. Lewis (eds.), Internal Mar-
keting: Directions for Management. Routledge. 2000. p. 239を基に，三浦雅洋稿「組織と組織構造」，稲
葉元吉・山倉健嗣編著『現代経営行動論』白桃書房，2007年 8 頁，冨岡昭著『組織と人間の行動 第
3 版』白桃書房，1999年，1～9 頁，J. フェファー著，佐藤洋一監訳『人材を生かす企業』トッパン，
1998年，5～35頁，J. D. トンプソン原著，大月博司・廣田俊郎訳『行為する組織』同文館出版，2012
年，143～164頁，瀬戸正則著『戦略的経営理念論』中央経済社，2017年，1～12頁，及び E. H. Fram,
and M. S. McCarthy. From Employee to Brand Champion. EBSCO publishing, Marketing Manage-
ment January/February 2003, pp. 2429. を参考に再編。
を同時に向上させるインターナル・マーケティングの考え方が，今後の人的資源活用に求められ
る。そして，インターナル・マーケティングの考え方を実践することによって得られる企業として
の魅力を外部（求職者を中心に，ステイクホルダー全般も含む）へと伝達する仕組みを採用活動で
創出できれば，必要な人材を確保する可能性が向上するのである。
◯ 採用安定化に資するインターナル・マーケティング戦略の理論フレームワーク
魅力ある企業組織を目指すために必要な活動を，インターナル・マーケティング理論の種別（図
表 21 参照）に基づいて分類することで，魅力的な企業を創造するインターナル・マーケティン
グ戦略の仮説をまとめることができる（図表 22 参照）。
まず，4 種類のインターナル・マーケティング理論のうち，求職者を含めたステイクホルダーに
魅力的といえる活動は，組織外に影響を及ぼす段階で行われると考えられる。そのため，戦略的イ
ンターナル・マーケティングとインターナル・リレーションシップ・マネジメントの 2 つで提示
する内容が，採用活動を安定化させるために実践すべき戦略となる。前者は顧客満足度の向上を目
的に行われる企業内の活動が，求職者にとって魅力的に映るといえる。また，後者は顧客との関係
性を構築する際に，組織としての動向が良好である事実を伝達する活動が必ず行われるため，より
直接的に求職者へ自社が魅力的ということが伝わる。
次に，魅力ある組織に求められる活動は具体的には，従業員に対する教育・研修活動と，理念浸
透を含めた労働環境の整備の 2 種類に分類できる。すなわち，従業員の自己発展に繋がる内容の
活動と，従業員がいかに不満なく働けるかの環境を整えるための活動である。これら 2 種類の活
動は，戦略的インターナル・マーケティングとインターナル・リレーションシップマネジメントの
2 段階で，具体的な内容が変化する。
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最後に，インターナル・マーケティング理論を導入した際に考慮される，活動の目標をそれぞれ
の段階に当てはめることで，理論フレームワークが完成する。ここでは，フラムとマッカーシー
（Fram and McCrthy 2003）が提示した，ブランドロイヤリティの高い従業員がいる企業が持つ 4
種類の特徴を指標とする。なぜならば，従業員に対するインターナル・マーケティングの実践は，
自社のブランディング活動と同義となるからである。
フラムとマッカーシーの研究では，ブランドロイヤリティの高い従業員ほど，自社の製品や組織
に関して宣伝を行う，あるいはそうした従業員自体が宣伝になるという調査結果が出ている。その
事実を導くために，「従業員の自社製品に関する知識」「従業員の経営者（企業）に対する態度」
「企業側から従業員への製品やサービスの推奨有無」「当該製品を利用した同僚や家族の存在」とい
う 4 つの状態が，調査の基準となっている。つまり，4 種類の状態がそれぞれ達成されているか否
かが，ブランドロイヤリティの高い従業員の有無に関連している(27)。
採用を安定化させるためのインターナル・マーケティング活動では，これら 4 つの状態を企業
が達成する必要がある。具体的に理論フレームワークに当てはめていくと，例えば第 1 に従業員
が自社の製品に対して深い知識を持っている状態を達成するためには，教育や研修を中心とした活
動が求められる。この活動は，戦略的インターナル・マーケティングによる外部顧客の満足度向上
のために行われると考えられる（図表 22，象限 1）。
第 2 に，従業員が自社に満足している状態は，労働環境の整備や理念浸透によって企業の意識
が共有できている状態で成立する。また，従業員の労働に対する好意的な認識は，外部顧客の満足
に繋がる。このため，戦略的インターナル・マーケティングで行われる活動が，従業員が自社に満
足している状態を構築するために有用である（図表 22，象限 2）。
第 3 に，企業側が従業員に対して自社製品を推奨していく状態は，従業員の考え方や志向が完
全に企業の求める内容と一致していることを意味する。つまり，強固なブランドが成立し，一般通
念においても，当該企業の製品を利用することが奨励される段階を意味する。そのため，インター
ナル・リレーションシップ・マネジメントの最終段階で考案される活動で，教育よりも理念共有な
どに関連した内容が当てはまる（図表 22，象限 4）。
最後に従業員が自社の製品を家族や友人などの関係者に推奨する状態は，自社製品への知識のみ
ならず，その魅力を理解し，外部顧客などへ説明できることを意味する。すなわち，外部顧客の単
純な満足でとどまらず，長期的に良好な関係の構築を目指す，インターナル・リレーションシップ
・マネジメントで行われるべきであると考えられる。また，具体的な活動内容はあくまで製品や事
業の内容に関係することから，教育関連の活動が当てはまる（図表 22，象限 3）。
このように，必要な人材の採用に繋げる自社組織に対するインターナル・マーケティング理論フ
レームワークに当てはまる具体的な企業活動こそが，求職者にとって魅力ある企業の要素へと発展
していくのである。例えば，教育活動では，企業が従業員の成長をサポートしてくれる明確な内容
の充実があげられる。また，理念浸透や労働環境の整備では，企業が有する社会的価値を示す社会
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図表「おもてなし経営企業選」における審査基準
1. 社員の意欲・能力の向上 2. 地域・社会との関わり 3. 高付加価値サービスの提供
分
類
ご
と
の
活
動
経営理念の浸透
社員の労働意欲と満足度の向上
人材採用と教育に関する各種制
度
マニュアル教育以上の自主性の
創出
各種社会貢献活動の有無
差別化や高付加価値の提供
顧客満足やニーズ情報の確保，
蓄積
業務の効率化や社内制度の整備
顧客と価値を共創する機会の有
無
資料経済産業省発行『平成25年度 おもてなし経営企業選応募用紙』商務情報政策局サービス政策課，
2013年，および経済産業省公布『平成26年度 おもてなし経営企業選募集のお知らせ』商務情報政策
局サービス政策課，2014年より作成。
貢献活動や，この事実を伝える意識共有を促す活動があげられる。
第章 中小製造業による自社の魅力創出手法
第節 おもてなし経営企業にみる魅力創出活動の類型と内容
魅力的な企業はどのような企業情報を求職者に提示するために，社内でいかなる特徴ある活動を
行っていくべきかについては，実際の企業事例を検証することで明らかにすることができる。そこ
で，経済産業省が2012～14年度の 3 年間に行った「おもてなし経営企業選」の選出企業100社のう
ち，製造業21社を事例として取り上げ，インターナル・マーケティング理論で示された従業員へ
の自社の魅力提供，すなわち組織として魅力を向上させるための改善活動をはじめとする特徴ある
取組に，どういったものがあるかを明らかにしていくこととする。
まず，「おもてなし経営企業選」の選出基準から，魅力ある企業としてどのような要素が評価さ
れているのかを確認する。2014年度の募集要項によれば，「1．社員の意欲・能力の最大化，2．地
域・社会との関わり，3．高付加価値サービスの提供」が事業活動の中で日常的に行われ，今日，
組織内に定着しているかを大まかな評価基準としている。より具体的には，「1．社員の意欲・能
力の最大化」は，経営理念の浸透，社員の労働意欲と満足度の向上，人材採用と教育の制度（特に
マニュアル教育に留まらない，従業員の自発性強化に繋がる教育）が評価項目となっている。「2．
地域・社会との関わり」は，各種社会貢献活動の有無や内容が評価項目となる。そして，「3．高
付加価値サービスの提供」は，顧客に対する差別化の提供やニーズへ対応する情報の収集や蓄積が
行われているかに加え，日常業務の効率化や顧客と価値を共創する機会が設けられているかが評価
項目となっている（図表 31 参照)(28)。
こうした評価基準と項目に従って，実際に選出された製造業21社の事例から具体的な内容を抽
出し，インターナル・マーケティング理論の戦略と適合させていくことで，中小製造業による必要
な人材の採用に繋がる企業の魅力を構成する要素を導出していくこととする。
まず，「1．社員の意欲・能力の向上」は，21社すべてが何らかの取組を実施していた。その多
―  ―
図表 おもてなし経営製造業にみる活動の具体例一覧
1. 社員の意欲・能力の向上 2. 地域，社会との関わり 3. 高付加価値サービスの提供
具
体
的
な
活
動
内
容
経営信条の毎年発行
自社の目標達成時に賞与や福利
厚生で従業員へ還元
従業員に合わせた雇用形態の多
様化
朝礼などでの経営理念確認
給与明細や誕生日の際にメッ
セージカードの送付
従業員から経営者層への気づい
たことの伝達（メモなども活用）
顧客へのあいさつの徹底
各種研修の徹底
経営計画などの共有と伝達
QC 活動の実施
設備導入などによる従業時間の
平準化
働き方研究所と称したボランテ
ィア用の施設，部署の創出
地域住民との交流（祭りなど）
再生可能資源などの活用
植林など直接的な環境支援活動
の実施
生産性を無視してでも顧客対応
を優先
社外への製品，事業内容説明用
に絵本などの作成
価格以外の製品価値を追求
専用研究所などを設置し，顧客
から情報を吸い上げ
内製化による一貫生産体制の構
築
従業員を商品として見ることで
顧客との密な関係を構築（印刷
業）
資料経済産業省編『おもてなし経営企業選 選出企業事例』商務情報政策局 サービス政策課，2012～
2014年，各事例より作成。
くは従業員の教育や研修活動であったが，一部の企業は経営計画や企業理念など，自社の将来像や
ビジョン，方針などを記した冊子（クレドや手帳など）を配布することで，従業員の意思統一を図
っていた。次に，「2．地域・社会との関わり」は，13社が実践していた。地域の小中高等学校の
児童や生徒を受け入れた社会科見学やインターンシップ，植林や地域の清掃活動，環境問題に対応
した活動など様々な内容が行われていた。最後の「3．高付加価値サービスの提供」は15社が実践
していた。製品自体の技術力を重視した企業，製品に関連したサービスを顧客に提供する企業など
が多く見受けられた。中には，自社で実施している経営円滑化の手法を，取引先をはじめとする他
社へ伝授する企業もあった（図表 32 参照）。
こうした具体的な活動をみていくと，「おもてなし経営企業選」の選出企業は，自社の組織とし
ての魅力の向上を意識する際，取引先や地域・社会との関わりを考慮しながら，企業と従業員との
関係性向上に優先して取り組んでいる。この点は，インターナル・マーケティング理論の根幹にあ
る従業員を重視する考えが，多くの企業にとっても共通の認識があることを意味する。また，社員
の意欲・意識向上のために，基本的な研修活動と共に，メッセージカードの利用や従業員から経営
者層へのメモなどを活用した情報共有など，各企業の特徴的な活動もみられる。
一方，顧客との関連性や地域，社会との関わりなどは，企業外部に対する自社の魅力をアピール
する活動である。これらの活動は求職者にとって直接的に魅力として映り，当該企業への志望理由
となる。「おもてなし経営企業選」の選出企業では，環境問題への対応や地域住民との交流など，
企業規模に適した活動が行われている。同時に，地域・社会貢献の活動を行う中で間接的に自社の
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人材獲得に繋げる取組もみられる。
中小製造業の場合，「おもてなし経営企業選」の事例にもあるように高付加価値サービスの提供
に対する積極的な取組が多く存在する。単純な製品の品質向上や生産性の改善だけでなく，研究施
設の設置や内製化による一貫生産体制など，積極的な投資も行われているのである。
第節 魅力ある企業に求められるインターナル・マーケティング活動
すでに魅力ある企業の活動内容が，必要な人材の採用に繋げる自社組織に対するインターナル・
マーケティングの理論フレームワーク（図表 22 参照）に適合できるか否かについて，検証して
いくこととする。
まず，企業が求職者にアプローチする時，戦略的インターナル・マーケティングとインターナル
・リレーションシップマネジメントが対象とする外部顧客の範囲を，ステイクホルダー全般へと拡
大する必要がある。すなわち，教育関連活動や理念浸透，労働環境の整備を実施する際，自社と直
接関係する顧客だけでなく，現在繋がりのない社会一般の市民などに対しても，自社の活動がみら
れているという意識を持つ必要がある。加えて，従業員へのブランド活動に繋がる理念浸透・労働
環境の活動は，自社製品に留まらず，自社企業そのものをどこまで推奨できるかという大枠に切り
替える必要がある。なぜなら，求職者の視点から考えると，中小製造業の製品は常に最終消費者を
対象としたものではなく，むしろ魅力的なのは製品を作る工程や企業として行っている多様な活動
だからである（図表 33 参照）。
次に，「おもてなし経営企業選」の選出企業の具体的な活動を，必要な人材の採用に繋げる自社
組織に対するインターナル・マーケティング戦略のフレームワークにあてはめていくと，第 1
に，戦略的インターナル・マーケティングでの教育関連活動（図表 33，象限 1）では，従業員の
自社製品への知識を補完するような基盤的な教育活動が求められている。「おもてなし経営企業選」
の選出企業では，基本となる研修活動や顧客へのあいさつの徹底，経営計画の共有とそれに関する
指導があてはまる。これらは，いずれも企業を担う人材を育成するうえで欠かせない要素である。
また，専門的な知識のない求職者からみても，企業組織として高い質を保有していると判断できる
内容といえる。このことから，理論を導入して実践していくうえで，最初に取り組むべき活動と考
えられる。
第 2 に，戦略的インターナル・マーケティングでの理念浸透と労働環境に関する活動（図表 3
3，象限 2）で求められることは，基礎的な社内体制の整備といえる。つまり，「1．社員の意欲・
能力の向上」と「3．高付加価値サービスの提供」から幅広い取組が当てはまると考えられる。例
えば，毎朝の朝礼といった習慣の徹底，経営の信条や理念・計画に関連した資料の定期的な発行，
雇用形態の多様化などが該当する。
第 3 に，インターナル・リレーションシップ・マネジメントでの教育関連活動（図表 33，象限
3）は，企業組織内部のみに通用する教育ではなく，社外にも影響を及ぼす内容である。中小製造
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図表 採用に繋げる自社組織におけるインターナル・マーケティング活動
戦略的インターナル・マーケティング
（求職者含めたステイクホルダーの満足度向上)
インターナル・リレーションシップ・マネジメント
（組織の長期的な目標達成とステイクホルダー
との良好な関係構築を意識した内部の変革)
教
育
関
連
活
動
象限 1（自社製品に対する認知・知識を従業員が深
く保有している状態）
各種研修の徹底
顧客へのあいさつの徹底
経営計画などの共有と伝達
象限 3（自社製品を従業員が家族などに推奨してい
く状態）
従業員を商品として見ることで顧客との密な関係
を構築（印刷業）
専用研究所などを設置し，顧客から情報を吸い上
げる
社外への製品，事業内容説明用に絵本などの作成
理
念
浸
透
と
労
働
環
境
に
関
す
る
活
動
象限 2（従業員が自社に満足している状態）
朝礼などでの経営理念確認
自社の目標達成時に賞与や福利厚生で従業員へ還
元
QC 活動の実施
内製化による一貫生産体制の構築
設備導入などによる従業時間の平準化
経営信条の毎年発行
従業員に合わせた雇用形態の多様化
象限 4（企業が従業員に対して自社の活動を推奨し
ていく状態）
働き方研究所と称したボランティア用の施設，部
署の創出
地域住民との交流（祭りなど）
再生可能資源などの活用
植林など直接的な環境支援活動の実施
生産性を無視してでも顧客対応を優先
従業員を商品として見る考え方
資料図表 22 に，経済産業省編『おもてなし経営企業選 選出企業事例』商務情報政策局 サービス政策
課，2014～16年，の事例内容（図表 33 参照）を当てはめて筆者作成。各象限の( )はその段階で求
められる活動の内容。明朝斜字は特徴的といえる活動。
業の場合，自社の製品や産業に関連した技術力の向上，生産技術に関係した教育活動などが求めら
れる。「おもてなし経営企業選」の選出企業では，社外への製品情報説明などに活用される絵本の
作成，顧客からの情報を吸い上げ，社内に伝える専用部署や施設の整備などの活動が当てはまる。
最後に，インターナル・リレーションシップ・マネジメントでの理念浸透と労働環境整備（図表
33，象限 4）の活動は，企業自身が自社の製品やサービスを従業員に推奨できる状態を前提に行
われる。そのため，具体的な内容は，特に社外の環境やステイクホルダーに直接関連したものであ
る必要がある。例えば，地域・社会環境にとって必要となる活動，顧客に対して直接的な利益とな
る活動などがある。言い換えると，自社が社会に貢献するという理念を持って活動していることを
従業員に伝えることで，組織の質をより向上していくために協力を得られるようにするのである。
以上 4 つの象限に振り分けたインターナル・マーケティング戦略のフレームワークに，「おもて
なし経営企業選」の選出企業が実践している取組をあてはめた結果が，実際の中小製造業の魅力に
繋がるインターナル・マーケティング活動となる。いずれの活動も，自社従業員を対象にする活動
の中心におくことで，インターナル・マーケティング理論の基礎を満たすといえる。
しかし，求職者に対して，事例分析で明らかとなった取組に関する情報は，現状では情報公開さ
れているものばかりではない。そこで，求人票やリクルートサイトなどで公開されている事業内容
の説明とは別に，目には見えない自社の特色や経営風土，活動の細かな内容を外部に説明する必要
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がある。そうすることで，共感を覚えた求職者が自社に対して興味・関心を持つことによって，中
小製造業が組織として必要な人材を確保しやすくなる状況を生み出せるのである。
第章 結論―中小製造業が行うべき今後の人材採用
本論は，日本の人口減少や恒常的な中小企業による人材採用難の実態を考慮し，特定の職位・職
階・職種の人材が不足しているという中小製造業の課題を見出した。その上で，採用活動で重視さ
れる要素を改めて検証した結果，給与や事業の内容より，労働環境の整備や企業組織としての魅力
の有無が，企業が安定して人材を採用するためには重要であることが判明した。言い換えると，中
小企業による既存の採用活動で求職者に提示される情報が，必ずしも効果的なものではないのであ
る。従って，中小製造業も安易な雇用ポートフォリオに基づいた人材を区分した採用をやめ，自社
の魅力を求職者に向けて発信することができるようにするために，現在の採用活動を改善・改革す
る必要がある。
そこで，中小製造業が採用活動の改善を進める際，求職者の数を確保することに注力するではな
く，自社にとって必要な人材に近い求職者を確保するために，企業組織として特定の魅力を向上さ
せるのである。つまり，自社の人材に対する教育や各種取組を企業組織内で完結させず，企業外部
に自社の強みとして紹介することができる内容を有する長期的な活動へと昇華させる必要がある。
こうした活動を理論的に展開するために，従業員を顧客，その仕事内容を製品としてみる，イン
ターナル・マーケティングの考え方を導入する意義は大きい。
実際の中小製造業でインターナル・マーケティングの考え方と手法が展開されている事例とし
て，「おもてなし経営企業選」の選出企業の取組を分析することによって，企業として魅力ある活
動の類型，パターン，具体的な手法を明らかにすることができた。今後，この分析結果に，中小製
造業以外の中小企業の先進事例を分析に加えることで，より多様な業種にわたる中小企業が利用で
きるインターナル・マーケティング理論の活用手法を見出すことができるであろう。
例えば，自社独自の製品を保有し，すでに高い競争優位性を持つ中小製造業ならば，戦略的イン
ターナル・マーケティングとインターナル・リレーションシップ・マネジメントの戦略に基づき，
社員教育，製品知識に基づく製品の説明と販売手法，製品改良に繋がる顧客からの情報収集などの
展開が考えられる（図表 33 に示す象限 1 と 3 参照）。
一方，他社と比較して製品に特殊性のない，コモディティ製品や一般消費者の目に触れることの
ない製品を生産する製造業，特に下請企業では，教育面以上に企業自体の魅力を追求する必要があ
る。すなわち，理念浸透や労働環境の整備，福利厚生といった要素に加え，地球環境や地域経済と
いった，社会貢献的な側面を強く押し出すことが求められる（図表 33 に示す象限 2 と 4 参照）。
いずれの場合も，求職者にとっての魅力は何か，また自社が求める人材がどのような分野に魅力
を感じるのかという前提を再定義する必要がある。とはいえ，必ずしも自社製品に魅力がなければ
教育関連の活動が求職者にとっての魅力にならないわけではない。例えば，コモディティ製品を生
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産する企業が求める人材に，同様の製品分野を経験した中途人材がいる。この場合，製品自体に特
徴がなくとも，丁寧な説明や深い技術的知識を打ち出して取引先を確保している企業を，当該の求
職者は魅力的であると感じるかもしれない。あるいは，製品に魅力を有する企業では，求職者の多
くが当該企業や製品のファンである場合が多い。そうした中で，社会奉仕活動の実践や労働環境の
良好さを積極的に伝えることは，自社のファンとは限らない求職者も集めることに繋がり，結果的
に既存の状況に捉われない従業員の確保も可能となる。
今日の企業は，かつての日本のように家族に近い共同体として，生活の主軸にある存在として，
必ずしも認識されてはいない。しかし，労働の対価として賃金を支払う組織体という，シンプルな
存在としてのみ見られているわけではない。特に，日本社会で通念的な新卒の採用では，学卒者の
夢や関心，将来の生活に対する希望に対して共感を与えられる企業が，求職者にとって魅力的な存
在になりうる。また，中途採用の場合，専門的な知識を有する求職者に対しては，自社の製造技術
や販売手法の説明，技術職に対する社内制度の実態といった，より職務に直結した魅力の提示が求
められるであろう。
中小製造業は，地域社会の雇用の提供者として，あるいは地域経済の担い手の一つとして認識さ
れている。この点も含めて，地域における従業員の採用に繋がる組織の構築を企業として意識する
ことは，企業の持続的発展にとって不可欠である。インターナル・マーケティング理論を企業組織
内の活動に導入し，組織自体の質を向上させることは，中小製造業が行うべき人材採用のための活
動の一つとして今後，ますます重要となるであろう。
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